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№ 提出者
※敬称略

提出回 章 頁 行 本　　　文 意　　見 ( 修　正　文　案　等 ) 理　　　由　　　等
審議結果（案）

※事務局対応方針（考え方）
所管課

1 古謝　安子 第１回 2 87 28

【図表2‐2‐1‐5‐3】の凡例
全国（沖縄県を除く）

全国指定離島（沖縄県を除く） 図表のタイトルと凡例の表示が違う 【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
左案のとおり修正

企画部地域・
離島課

2 古謝　安子 第１回 2 98 28

さらに医師以外の医療者PT・OT・STや
栄養士など慢性疾患患者を支援する
専門職者の巡回指導を充実させる必
要がある。

医師のみでなく医療専門職者の記述
が必要である。

【原文のとおり】
＜保健医療部＞
専門医による離島の巡回診療の枠組みは、県が
医師や看護師等の医療スタッフを確保し派遣を
行っており、事業実施に伴う診療報酬は、診療所
の収入とし事業を推進しているところです。
仮に、PT（理学療法士）、OT（作業療法士）、ST
（言語聴覚士）、栄養士などの専門職を離島へ派
遣する場合についても、巡回診療と同様に既存
制度の枠組みの中で実施する必要があると考え
るものです。その場合、子ども生活福祉部が所管
する訪問リハビリテーション等の介護保険制度の
枠組みを活用し、施策として盛り込めるかどうか、
同部と調整を図る必要があると考えます。

＜子ども生活福祉部＞
委員ご指摘の「医師以外の医療者PT・OT・STや
栄養士など慢性疾患患者を支援する専門職者の
巡回指導」については、訪問リハビリテーション等
が必要な要介護者に対するコメディカルの渡航
費を、島しょ型福祉サービス総合支援事業（一括
交付金事業：県分）により補助しており、同様の
趣旨を574ページ16行から17行にかけて記載して
おります。

保健医療部
保健医療政
策課

子ども生活
福祉部高齢
者福祉介護
課

3 古謝　安子 第１回 2 98 29

さらに、離島市町村における高齢化率
は本島と比較して高く、介護サービス
事業所等の基盤整備は本島と比較し
て遅れている。、

離島市町村の高齢化率は本島と比較
して高いが介護サービス事業所等の
基盤整備は弱く、特に小規模離島間の
格差は大きい。

本島との比較で遅れを示す意義はな
い

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正

（修正文案）
離島市町村の高齢化率は本島と比較して高いが
介護サービス事業所等の基盤整備は十分ではな
く、必要とされる介護サービスも各離島で異なっ
ている。

子ども生活
福祉部高齢
者福祉介護
課

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する意見

（離島過疎地域振興部会）
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沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する意見
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4 古謝　安子 第１回 2 98 31

介護サービスの提供確保、基盤拡充を
図るとともに、利用者の負担軽減を図
ることが求められている。

介護サービスの提供確保、基盤拡充を
図るとともに、離島支援専門職者の交
通費・滞在費支援など利用者の負担
軽減を図る必要がある。

サービス利用を促進できる支援が必要 【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正

（修正文案）
地域の実情に応じ、介護サービスを提供する事
業者の運営費や各専門職等の渡航費を支援す
る等、介護サービスの提供確保、基盤拡充を図
るとともに、利用者の負担軽減を図ることが求め
られている。

子ども生活
福祉部高齢
者福祉介護
課

5 古謝　安子 第１回 2 223 12

平成27年に１万４千トンとなった。 平成26年に１万４千トンとなった。 26年から回復している。 【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正

（修正文案）
生産量は、平成26年には１万４千トン台まで回復
した。

農林水産部
園芸振興課

6 古謝　安子 第１回 2 300 14

【図表2‐3‐20】【図表2‐3‐21】の右側の
凡例が表示されていない

沖縄　　　全国 表示する必要がある 【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
左案のとおり修正

保健医療部
健康長寿課

7 諸見里　安敏 第１回 2 97 37

港湾については、離島住民のライフラ
インを確保する上で極めて重要である
ため、安全で安定した海上交通を確
保・維持するとともに、引き続き岸壁や
浮桟橋等の整備を進めるほか、就航
率や荷役効率の向上に向けた港湾施
設の改良に取り組む必要がある。

海上交通は、離島住民のライフライン
を確保する上で極めて重要であり、安
全で安定した海上交通を確保・維持す
るため、引き続き岸壁や浮桟橋の整備
を進めるほか、就航率や荷役効率の
向上に向けた港湾施設の増設・改良
等、港湾の整備に取り組む必要があ
る。また、船員育成機関の開設等、船
員の安定確保に向けて取り組む必要
がある。

港湾の重要性が書かれているが、離
島住民のライフラインを確保するため
には、まず離島航路の重要性をはっき
り打ち出す必要がある。
また、静穏度・欠航率の観点から現状
の港湾を改良するだけでは済まない問
題があると考えている。地域毎、離島
毎に整理していかないと解決策に至ら
ない。
さらに、今後船員の確保が厳しくなる
中において、法律を遵守しつつ、船を
安全・安定的に運用するためには、船
員を確保すことが重要となってくる。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正

（修正文案）
海上交通については、離島住民のライフラインを
確保する上で極めて重要であるため、安全で安
定した海上交通を確保・維持するとともに、港湾
については引き続き岸壁や浮桟橋等の整備を進
めるほか、就航率や荷役効率の向上に向けた港
湾施設の改良に取り組む必要がある。
また、航路毎の事情を踏まえ、関係機関を含めて
船員の確保等に向けた取組を行う必要がある。

土木建築部
港湾課

企画部交通
政策課
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8 崎原　永作 第１回 2 62 11

離島・へき地については、診療所の設
置や運営支援のほか、県立病院から
の医師の派遣、巡回診療を行い、地域
住民の医療の確保を図っている。

離島・へき地の支援については、診療
所の設置や運営支援のほか、県立病
院等からの医師派遣、巡回診療を行
い、地域住民の医療の確保を図ってい
る。

医師派遣は、県立病院以外も行ってい
ることから等を挿入し、修正する。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正

（修正文案）
離島・へき地については、診療所の設置や運営
支援のほか、県立病院等からの医師派遣、巡回
診療を行い、地域住民の医療の確保を図ってい
る。

保健医療部
保健医療総
務課

9 崎原　永作 第１回 2 65 39

県及び民間医療機関の専門医による 県内外の専門医による 県外からの専門医の巡回診療もあるこ
とから、修正する。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正

（修正文案）
県立病院及び民間医療機関の専門医による～

保健医療部
医療政策課

10 崎原　永作 第１回 2 66 27

離島・へき地については、医療を安定
的に提供する体制を維持するため、引
き続き診療所への施設設備費等の補
助を実施する必要がある。

離島・へき地の支援については、県
は、広域的なへき地医療支援事業を
企画・調整し、へき地医療対策の各種
事業を円滑かつ効率的に実施すること
を目的とした沖縄県へき地医療支援機
構を設置しており、へき地医療拠点病
院のほか、関係機関・団体との連携の
一層の強化を図り、へき地医療支援の
充実に取り組む必要がある。

医療法に基づき策定された「第７次沖
縄県医療計画」（平成30年3月）と整合
を図るため修正する。P236、P240から
抜粋

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正
離島・へき地については、医療を安定的に提供す
る体制の充実に取り組むため、引き続き診療所
への施設及び設備の整備や運営に要する経費
の補助を実施する必要がある。

保健医療部
医療政策課
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11 新垣　盛雄 第１回 2 97 37

港湾については、離島住民のライフラ
インを確保する上で極めて重要である
ため、安全で安定した海上交通を確
保・維持するとともに、引き続き岸壁や
浮桟橋等の整備を進めるほか、就航
率や荷役効率の向上に向けた港湾施
設の改良に取り組む必要がある。

バリアフリーについては港湾設備の
ターミナルとかを考えているかどうか。
この港湾施設の中にターミナルの設置
など、そういったものも含まれているの
か。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正

（修正文案）
海上交通については、離島住民のライフラインを
確保する上で極めて重要であるため、安全で安
定した海上交通を確保・維持するとともに、港湾
については引き続き岸壁や浮桟橋等の整備を進
めるほか、就航率や荷役効率の向上に向けた港
湾施設の改良に取り組む必要がある。

（補足説明）
・97頁での「港湾施設」とは「就航率や荷役効率
の向上」に関係する施設となっているため、旅客
待合所は含まれていません。
・しかしながら、旅客待合所を整備する場合は、
バリアフリー関係の法令等も遵守した設計として
います。
・なお、乗降時のバリアフリーへの対応として、浮
桟橋の整備を行っています。
・委員の意見にある「ターミナル」について、ここで
は「旅客待合所」として回答しています。

土木建築部
港湾課

12 古謝　安子 第１回 － － －

全体的に文章を統一したほうがよい。 全体を見ていて文章が統一されていな
い感じがする。例えば、一段落に一文
章だけ入っていて、次に箇条書きみた
いになっているところがあるかと思え
ば、しっかりと復帰後の情報が書かれ
ているところもあり、もう少しきちんと統
一したほうがよい。

【総合部会へ申し送り】
9/17申し送り済み

企画部企画
調整課

13 富永　千尋 第１回 － － －

新たな振興計画を立てるに当たり、現
状、不足している点等を把握する必要
がある。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部企画
調整課

14 外間　守吉 第１回 － － －

沖縄周辺の離島と遠隔の離島は、区
別していかなければいけない。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部地域・
離島課
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15 嘉数　啓 第１回 － － －

振興計画では、ハードを整備してそれ
がどうソフトと繋がっているのか、ある
いはハード・ソフトが一体になり振興し
ているか、分析が足りない。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部企画
調整課

16 山城　定雄 第１回 － － －

離島・過疎地域に一番大きな課題とし
て挙げられるのがマンパワー不足で、
担い手、人材の育成こそが離島・過疎
地域の発展に繋がるキーワードであ
る。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部地域・
離島課

17 龍　秀樹 第１回 － － －

島の暮らしをより便利に、より豊かにし
ていくことも重要である。キャッシュレス
の事業とかＡＩ運行バスなど、効果を検
証しながら、よいものは他の島に展開
することが、今後、非常に大事になって
くる。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部地域・
離島課

18 上里　芳弘 第１回 － － －

久米島の海洋深層水施設活用は、離
島・過疎地の振興発展に大変有望な
構想である。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理 企画部地域・

離島課

農林水産部
農林水産総
務課

商工労働部
産業政策課

19 崎原　永作 第１回 － － －

離島の医療体制について、離島医療
センターの設置など、きめ細かく離島
のことをやっていくような仕組みが重要
である。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

保健医療部
医療政策課

20 金城　清典 第１回 2 97 －

乗務員だけでなく空港を担う人材な
ど、今後の離島航空路を守る人材を育
成する必要がある。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部交通
政策課
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21 鯨本　あつこ 第１回 － － －

海ごみの処理をどうしていくのか考え
る必要がある。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

環境部○○
課

22 鯨本　あつこ 第１回 － － －

オーバーツーリズムで住民の生活が
脅かされている。住民の心の問題に配
慮する必要がある。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

文化観光ス
ポーツ部○
○課

23 鯨本　あつこ 第１回 － － －

沖縄はイメージがよい（優位性があ
る）。リモートワークやビジネスで長期
滞在される方を集められる。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部地域・
離島課

24 鯨本　あつこ 第１回 － － －

インターネットを介して島外の方々との
協力体制、課題解決をしていけるネット
ワークがつくれるとよい。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部地域・
離島課

25 新垣　盛雄 第１回 － － －

入域客数だけではなくて、中身のある
（質の高い）観光客の誘致が必要であ
る。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

文化観光ス
ポーツ部観
光振興課

26 新垣　盛雄 第１回 － － －

船員確保の問題について、地元が継
続して雇用できるシステムを構築する
必要がある。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

企画部交通
政策課

27 上妻　毅 第１回 － － －

人口減について、自然増を上回る社会
減が沖縄の小規模離島の実状であ
る。今まで以上に人口減が加速してい
くことを想定したほうがよい。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理 企画部企画

調整課

企画部地域・
離島課

6
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沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する意見

（離島過疎地域振興部会）

28 上妻　毅 第１回 － － －

小規模離島、あるいは過疎地域の小
中学校を存続することについて、離島
過疎地域の切実で切迫した重要課題
に位置づける必要がある。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

29 上妻　毅 第１回 － － －

離島毎にどのような観光が望ましいの
か考えていく必要がある。観光客数、
観光収入など、島単位の実態をおさえ
られないと目標が立てられない。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

文化観光ス
ポーツ部観
光政策課

30 上妻　毅 第１回 － － －

総量規制も含めて、良質な観光を求め
ていくべきである。同時に、バリアフ
リー観光やユニバーサルツーリズムと
いった切り口、スペシャライズした取り
組みが重要である。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

文化観光ス
ポーツ部観
光振興課

31 上妻　毅 第１回 － － －

専門人材、とりわけ医療関係の人材に
ついて、島々でどのように調達するか
が非常に重要である。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

保健医療部
医療政策課

32 嘉数　啓 第１回 － － －

「小規模離島」は、定義しておいた方が
よい。

総点検報告書（素案）に複数回記載が
あるため。

【原文のとおり】
単純に面積だけではなく、人口規模等も含めて総
合的に考慮する必要がある。
（第２回部会で説明済）

企画部地域・
離島課

33 諸見里　安敏 第２回 3 576
16、
17

これらの取組などにより、～減少傾向
にある。

これらの取組などにより、離島航路の
船舶乗降人員実績は、平成22年の584
万人から平成28年には606万人に増加
している。

伊良部架橋の開通に伴う減少は航路
廃止による一時的な減少ではないか。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
伊良部航路の廃止による県全体の船舶乗降人
員実績への影響は限定的なものであり、その他
の航路においては増加傾向にあることから、委員
の意見のとおり修正します。

企画部交通
政策課

34 諸見里　安敏 第２回 4 673
27、
28、
29

これらの取組などにより、～減少傾向
にある。

これらの取組などにより、離島航路の
船舶乗降人員実績は、平成22年の584
万人から平成28年には606万人に増加
している。

伊良部架橋の開通に伴う減少は航路
廃止による一時的な減少ではないか。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
伊良部航路の廃止による県全体の船舶乗降人
員実績への影響は限定的なものであり、その他
の航路においては増加傾向にあることから、委員
の意見のとおり修正します。

企画部交通
政策課

7
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（離島過疎地域振興部会）

35 諸見里　安敏 第２回 4 674
13
～
19

航路事情に即した港湾整備や船員の
育成確保の視点を追記してほしい。

安全で安定した海上交通を確保するた
めには、航路に適した船舶の投入と港
湾環境の充実、船員の安定確保が不
可欠である。船舶については離島航路
維持改善事業等でかなり整備が進ん
でいるが、港湾については各航路でば
らつきがあり、港湾環境の悪さが欠航
率の高止まりの要因になっている航路
がある。船員については全国的に人材
不足が見込まれ、船員の育成と資格
取得環境や処遇の改善等により、県内
離島航路に従事させるための仕組み
作りが必要ではないでしょうか。

【原文のとおり】
<港湾整備＞
現在、地域・港湾ごとの課題を整理し、荷役効率
の向上に向けた港湾施設の改良に取り組んでお
り、港湾機能の向上を図っています。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
＜船員の育成確保＞
航路毎の事情（船舶、航路距離、船員の年齢構
成等）を踏まえ、船員の確保を含めた航路事業
者の経営の安定化を図る必要があることから、下
記の文案で修正することとしたいと考えます。

＜企画部交通政策課（案）＞
（総点検報告書674頁15行からの段落を修正）
「航路の確保・維持について、離島航路のうち、
航路収支が赤字となっている航路の多くは、燃料
費、人件費、船舶取得等の費用の節減が困難で
あることに加え、利用者の減少や船員の確保な
ど経営面の課題を抱えている。このため、引き続
き、航路事業者に対する運営費補助や船舶の建
造・購入に対する支援その他の経営安定化を図
る取組を行うことにより、離島航路を確保・維持す
る必要がある。」

土木建築部
港湾課

企画部交通
政策課

36 龍　秀樹 第２回 3 575 17

離島における公正な教育機会の確保
～

教育のICT化は特に最優先で取り組む
必要があるものと考える。

離島及びへき地校においては、学びの
時間、場所にとらわれないタブレット機
器等の活用が有効であると考える。特
に教育のICT化は現在の4G技術で十
分に実現可能。（離島での実績あり）

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
「№47」富永委員のご意見とおり修正したいと考
えております。
　また、同様の趣旨である、「99頁７行～13行」に
ついても同様に修正したいと考えております。

教育庁義務
教育課

教育庁教育
支援課

教育庁学校
人事課

8
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（離島過疎地域振興部会）

37 龍　秀樹 第２回 4 671 37

離島及びへき地の医療の充実～ 離島及びへき地医療へのICT技術の
積極活用は今後ますます重要なものと
なる。

5G技術の活用で遠隔地でのリアルタイ
ム診断、手術等の実現が期待されてい
る。特に離島及びへき地における医療
人材を補完する有用な技術としての活
用が見込まれる。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
＜保健医療部＞
下記を672頁７行目に追記
加えて、遠隔医療に関して、県立病院６カ所、県
立診療所１６カ所の間で「遠隔医療支援情報シス
テム」を運用し、ノウハウの共有、ウエブ会議にお
ける指導医等の診療指導の助言を行っている。

※病院事業局にも確認

保健医療部
医療政策課

病院事業局
○○課

38 古謝　安子 第２回 3 574 21

介護サービスが提供可能な離島数
は、

ヘルパーの訪問介護や通所介護が島
内で提供できたり、島に介護支援専門
員の常駐が可能な離島数は、

島内で提供できる介護サービスには島
ごとので、に差が大きく、入所施設はさ
らに少ない。もっと具体的に内容を記
述した方がよい

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
「介護サービスが提供可能な離島数」は21世紀ビ
ジョン実施計画の成果指標となっているため、文
言の修正は行わず、原文のとおりとしたい。
なお、「介護サービスが提供可能な離島数」は
「島しょ型福祉サービス総合支援事業において補
助を行ったことにより介護サービスの提供が可能
となっている離島数」を示しているため、総点検
報告書第3章574頁下部にその旨の注釈を追記し
たい。

子ども生活
福祉部高齢
者福祉介護
課

39 古謝　安子 第２回 3 576 27

段確保に関するの活動 段確保に関する活動 のを除く 【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
委員の意見のとおり修正します。

企画部交通
政策課

40 古謝　安子 第２回 4
671
～
672

28、
18

教育機会～19か所に増加した。 P573・22～574・22（教育機会～19か所
に増加）が同じ文章

章立てをしたのに全く同じ文章でよい
ですか？

【原文のとおり】
第３章においては、基本施策ごとの成果と課題を
網羅しているが、第４章においては固有課題の克
服に向けた成果と課題に特に焦点を絞った構成
としているところであり、オーバーラップする部分
があることから、同旨の表現を用いている。

企画部企画
調整課

教育庁学校
人事課・教育
支援課・生涯
学習振興課・
文化財課

9
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（離島過疎地域振興部会）

41 古謝　安子 第２回 － － －

P671・10～675・4の内容がP572～575
と酷似しています。章立てしているので
すから、離島ごとに異なる課題を具体
的に記述した方がよいのではないで
しょうか。

【原文のとおり】
第３章においては、基本施策ごとの成果と課題を
網羅しているが、第４章においては固有課題の克
服に向けた成果と課題に特に焦点を絞った構成
としているところであり、オーバーラップする部分
があることから、同旨の表現を用いている。
なお、離島ごとの課題については、今後、個別計
画である離島振興計画を別途策定する予定でと
しており、その中で検討していきたいと考えており
ます。

企画部地域・
離島課

42 嘉数　啓 第２回 3 570 22

「目標とするすがたの状況」 県民満足度調査に基づいたものだと
思うが、宮古と八重山というのは圏域
か、それとも宮古島・石垣島のことか確
認していただきたい。

仮に宮古島・石垣島を対象にした調査
であれば、バランスに欠ける。離島は
人口が少ないので、調査に際してサン
プルは適当なのか、標本抽出精度、つ
まり統計エラーが簡単に出せる。この
ような統計を使う時には慎重にしてい
ただきたい。

調査対象が宮古・八重山圏域全ての市町村と
なっております。

企画部企画
調整課

43 崎原　永作 第２回 3 571 8

医師の安定確保等により離島におけ
る医療提供体制の充実を図るととも
に、介護サービス等の提供体制を整備
する必要がある。

医師の安定確保等により離島におけ
る医療提供体制の充実を図るととも
に、介護医療サービスの提供を含めた
医療と介護・福祉を一体とした包括医
療サービスを整備する必要がある。

記載が包括医療のため。医療だけで
はなくて、介護・福祉・予防までシーム
レスなサービスを提供する方向に今後
はいくであろうということで、そのような
文言にしたほうがよいのではないか。

【確認・検討中】
委員意見を踏まえ該当箇所を修正
＜保健医療部案＞
医師の安定確保等により離島における医療提供
体制の充実を図るとともに、介護サービス等の提
供体制を整備する等、住まい・医療・介護・予防・
生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシ
ステムの構築を実現する必要がある。

＜子ども生活福祉部案＞
医師の安定確保等により離島における医療提供
体制の充実を図るとともに、介護サービス等の提
供体制を整備し、在宅医療・介護の連携体制を
充実・強化していく必要がある。

保健医療部
医療政策課

子ども生活
福祉部高齢
者福祉介護
課

44 崎原　永作 第２回 3 573 38

医療の充実については、離島勤務医
師を確保するため、ドクターバンク登録
医師の離島地域の医療機関への仲
介、琉球大学医学部地域枠及び自治
医科大学での医師の養成並びに県立
病院での後期臨床研修医の養成など
に取り組んだ。

勤務医の確保としてドクターバンク登
録事業、それから琉大の地域枠、それ
から自治医大、そして県立病院での後
期研修など取り組んでいる。離島の医
療供給体制、支援体制、それらを包括
的にみる離島医療支援センターのよう
なものがあるとよい。（以前、自由意見
として出させていただいた。）

【原文のとおり】
ご意見のある離島医療支援センターについて
は、必要性について関係者間で議論を深める必
要があると考えている。 保健医療部

保健医療総
務課

10
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（離島過疎地域振興部会）

45 富永　千尋 第２回 3 570 22

「目標とするすがたの状況」 27行から42行の各欄の現状値（％）に
ついて、県全体の平均値を記載する。

「目標とする姿」：アウトカム指標は、離
島地域と本島地域の格差を解消すると
いう視点に立った場合、基準年と現状
値との比較に加え、県全域との比較を
行うことで、施策の効果判定が可能に
なると考えますので、ご検討ください。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
基準年及び現状値について、県全体のデータの
有無等を確認してまいりたい。 企画部企画

調整課

企画部地域・
離島課

46 富永　千尋 第２回 3 570 20

（※20行目に続ける。）
　目標とする姿の指標については、定
期的に実施している県民意識調査に
おける県民満足度を引用しており、平
成30年8月調査では、初めて小規模離
島を対象とした調査を行い、離島住民
の意識やニーズの把握に努めた。
　今後は、多様な環境にある離島地域
の振興施策に反映させるため、当該調
査の継続及び指標への反映を検討す
る必要がある。

委員会の議論においても、指標を宮
古･八重山に限ると、他地区の離島の
施策評価が困難との意見がありまし
た。
今回、県民意識調査で初めて小規模
離島分の調査がまとめられたことか
ら、この調査の継続と指標への反映を
行うことを明記することで、県が小規模
離島の振興についてもきめ細かに対
応する旨のアピールになると考えま
す。
ご検討ください。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
前段については、第10回県民意識調査における
離島調査の趣旨を追記する。

【原文のとおり】
後段について、離島調査の継続については、今
後県において検討する予定であるため、文言の
追記は控えたいと考える。

企画部企画
調整課

47 富永　千尋 第２回 3 575
17
～
19

教育機会の提供については、へき地校
において複式学級の割合が高く、児童
が教師から直接指導を受ける時間が
単式学級の半分程度になっていること
などから、離島における公平な教育機
会を確保する必要がある。

　教育機会の提供については、へき地
校において複式学級の割合が高く、児
童が教師から直接指導を受ける時間
が単式学級の半分程度になっているこ
となどから、引き続き非常勤講師の派
遣を行うとともに、ＩＣＴを活用した遠隔
教育を検討する等、離島における公平
な教育機会を確保する必要がある。

　離島における公平な教育機会を確保
するための取り組みを具体的に記載す
る必要があると思います。従来の対策
（非常勤講師派遣）に加え、県事業に
より充実しつつあるブロードバンド環境
を活用した遠隔教育を例にあげてみた
ので、ご検討ください。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
委員ご意見とおり修正したいと考えております。
　また、同様の趣旨である、「99頁７行～13行」に
ついても同様に修正したいと考えております。

教育庁義務
教育課

教育庁教育
支援課

教育庁学校
人事課

11
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48 富永　千尋 第２回 3 575 11

（※11行に続ける。）
　また、離島地域においては、個人住
宅の立替・修繕等に関し、資材のコスト
高や労働者の確保などで厳しい環境
に置かれており、その実態把握と課題
解決に向けた調査を行う必要がある

　県民意識調査報告（平成31年3月、
沖縄県企画部）では、離島に住み続け
る理由として「自分の家があること」が
第1位（54.７％）となっていることから、
「持ち家」は定住条件の重要な要素と
いえます。
　しかしながら、小規模離島において
は、資材コストに加え、職人や労働者
の確保が年々厳しさを増しており、「持
ち家」の立替・修繕が困難との意見が
あります。
　建築物には耐用年数があり、このよ
うな状況が続くと定住条件の根幹に関
わる問題となります。
　そこで、特に小規模離島における個
人住宅の立替・修繕等に関する現状と
課題を整理し、何らかの支援策を検討
するための調査･研究が必要と考えま
すので、ご検討ください。

【確認・検討中】

土木建築部
住宅課

49 富永　千尋 第２回 3 575 15

（※15行目に続ける）
　廃棄物については、離島市町村の効
率的なごみ処理体制を構築するため、
ごみ運搬費低減等の具体的方策のシ
ミュレートを行い広域化によるコスト低
減策を離島自治体ごとに示すととも
に、ごみ処理状況及び処理体制の調
査、ごみ処理状況個別表（カルテ）の
作成など、離島の廃棄物処理の構造
的不利性解消に係る調査等を実施し
た。

572p～574pに記載されている（成果
等）に廃棄物を加える必要があると考
えます。
第5章圏域別展開で、各圏域別の成果
が記載されており、その内容を参考に
修正文案を作成したので、ご検討くだ
さい。

【確認・検討中】

環境部○○
課

12



資料３

2019/10/11

№ 提出者
※敬称略

提出回 章 頁 行 本　　　文 意　　見 ( 修　正　文　案　等 ) 理　　　由　　　等
審議結果（案）

※事務局対応方針（考え方）
所管課

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する意見
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50 富永　千尋 第２回 3 575 16

（※16行目に続ける。）
　廃棄物対策については、廃棄物処理
施設の建設及び処理コストが割高にな
るという構造的不利性に加え、島内で
処理できない廃棄物は、沖縄本島で処
理せざるを得ず、これらも処理コストを
押し上げる要因となっている。
　また、宮古島市、石垣市などを除き、
許可を取得した産業廃棄物処理業者
がほとんど存在しないため島内処理で
きず、沖縄本島や県外で処理せざるを
得ない状況にある。
　そのため、ごみ処理の広域化及び
「あわせ処理」を進めるための補助制
度並びに施設整備、輸送費等に対す
る補助率のかさ上げが必要となってい
る。

575pに記載されている（課題及び対
策）に廃棄物を加える必要があると考
えます。
第2章98ｐ-99ｐに離島における廃棄物
対策の現状と課題が記載されており、
その内容を参考に修正文案を作成し
たので、ご検討ください。

【確認・検討中】

環境部○○
課

51 嘉数　啓 第２回 － － －

定住という観点から、島にいる人より、
島を出た人の調査をしてみるのがよ
い。

島を出ていった人の方が、島の厳しさ
を知っているのではないか。

委員のご意見は、今後、検討していきたい。

企画部地域・
離島課

52 山城　定雄 第２回 3 572 40

生活環境基盤の整備で水道広域化の
計画があるが、国頭村、大宜味村、東
村について全く触れられてない理由は
何か。

３村は、沖縄本島のいわゆる過疎地域
であり、かつ水源地域である。また、企
業局の給水を受けておらず、単独で浄
水施設も持っている。これらの理由か
ら全く触れられていないのには疑問が
ある。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
※575頁「（課題及び対策）」へ次を追加
「水道広域化については、小規模水道事業の運
営基盤の強化や水道サービスの向上等を図るた
め、本島周辺離島８村への水道用水供給範囲拡
大以降の取組について課題等を整理し、関係機
関と連携して取り組む必要がある。」

保健医療部
衛生薬務課
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53 山城　定雄 第２回 3 578 43

現行の過疎地域自立促進特別措置法
は、令和２年度で期限切れを迎える。
このまま従来の基準でいくと６村が対
象外となるというおそれがあると聞いて
いる。沖縄は10年遅れで過疎の指定を
されたので、その10年遅れをどう理論
武装していくかということを含め、県と
過疎町村が一体となって知恵を出して
いただきたい。

過疎地域市町村と県で構成する沖縄県過疎地域
活性化研究会(事務局：沖縄県過疎地域振興協
議会）が4月に設置され、新たな過疎法の制定に
向け、過疎地域の状況把握や情報共有等を行っ
ています。
8月には、県選出国会議員に対し、全国過疎連の
要望書の手交を行いました。
引き続き過疎対策関連法等による支援の継続に
ついて、過疎地域市町村と連携して、国等の関係
機関に求めてまいります。

企画部地域・
離島課

54 山城　定雄 第２回 － － －

過疎対策事業債について、平成22年
の過疎法の改正の時点からハード事
業のみではなくソフト事業についても対
象となった。地域医療の確保や交通手
段の確保、集落の維持、活性化等々
についてもソフトの過疎債が認められ
るようになったが、うまく使っている過
疎町村とそうでない町村がある。県が
一体となって、指導など、町村が過疎
対策事業債を使えるように努力してい
ただきたい。

離島過疎町村そのものも人材が不足
しているが、役場においても人材が不
足している。

【原文のとおり】
過疎対策事業債については、市町村に対する利
用周知が重要と考えており、機会あるごとに周知
を図ってまいります。
過疎債の活用については、財政負担も伴うことか
ら、必要性を含め過疎市町村において判断して
頂きたいと考えており、原文のとおりとしたい。

企画部地域・
離島課

55 山城　定雄 第２回 3 578 41

また、人口減少の克服に向けて、ＵＪＩ
ターンの環境整備等についても取り組
む必要がある。

過疎対策で、Ｕ、Ｉ、Ｊターンの環境整備
を進めるということが触れられている
が、関係人口についても触れていただ
きたい。

国のこれからの移住・交流施策の在り
方に関する検討会から、ぜひ今後の過
疎対策においては、いわゆる関係人口
を増やすということも、１つの手段では
ないかということが言われている。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正
また、人口減少の克服に向けて、ＵＪＩターンの環
境整備や関係人口の創出等についても取り組む
必要がある。

企画部地域・
離島課

56 山城　定雄 第２回 3 578 19

地域づくり団体の認知度・社会的評価
の向上やモチベーション向上のきっか
けづくりとして「沖縄県地域づくり団体
表彰」を実施した。

地域づくり団体の表彰を継続的に行っ
ていただきたい。

離島過疎地域に誇りを持たせるため。 【原文のとおり】
今後とも引き続き継続実施していきたい。

企画部地域・
離島課

14
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57 金城　清典 第２回 3 572 23

交通コストの低減については、引き続
き、離島住民等を対象とした船賃及び
航空運賃を低減し、安定的かつ継続的
に離島住民の負担軽減に取り組む必
要がある。

交通コストの軽減事業が始まって、離
島の住民から移動が非常に気軽に
なったと評価されており、今後の継続
性が非常に重要だと認識している。ぜ
ひ継続をお願いしたい。

【原文のとおり】
県としましては、交通コストの軽減事業を安定的
かつ継続的に実施することが重要であると考えて
おり、今後も離島住民等の交通コストの負担軽減
のため取り組んでまいります。

企画部交通
政策課

58 金城　清典 第２回 3 576 5

運航に伴い生じた欠損に対し運航費
補助及び老朽化に伴う航空機購入補
助

運航に伴い生じた欠損に対し運航費
補助及び経年化に伴う航空機購入補
助

老朽化はもう使えないようなイメージが
ある。経済性も含めてのことなので、例
えば経年化など、文言を修正していた
だきたい。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
　航空機の更新は、委員意見のとおり、整備費等
の将来コストの増加分を含めた経済合理性等を
考慮して行われるものであります。
　航空機購入費補助は、これまで、航空機の買い
換えのみならず、路線拡大等に伴う新規購入に
も補助を行ってきました。
　したがって、より正確な記述とするため、該当箇
所を以下のとおり修正する。

「運航に伴い生じた欠損に対する運航費補助及
び離島航空路線に就航する航空機の購入費補
助」

企画部交通
政策課

59 鯨本　あつこ 第２回 － － －

他県の離島地域、奄美、沖縄、それぞ
れ人口に対してどの程度予算がつけら
れているのか、一度調べてみてもいい
のかなと感じた。

離島振興法対象離島の支援策の金額
に比べ、奄美は約30倍、沖縄は100倍
あると言われている。

委員のご意見は、今後、検討していきたい。

企画部地域・
離島課

60 鯨本　あつこ 第２回 － － －

教育のICT化について、一番必要とさ
れるのはICT支援員（導入するときの
支援）である。加えて、導入した機材の
故障や経年劣化による更新に多大な
お金が必要となることも考えなければ
いけない。

ICTを導入しようとしたときに一番必要
とされるのはICT支援員である。機材
は導入したが、使い方がわからないと
いう状況が多くの地域で見受けられる
ため、導入する際の支援が必要であ
る。また、機材導入後の故障や経年劣
化による更新など、多大なお金が必要
となるため、そのあたりのことも考えな
ければいけない。

沖縄県においては、平成29年度から県立高等学
校に、ＩＣＴ支援員を配置しております。現場から
は、教員が授業にＩＣＴ機器を積極的に活用する
姿勢が見られたとの意見があります。
市町村においては、平成30年度、25市町村で配
置を行っております。沖縄県としましては、今後、
市町村とＩＣＴ支援員の効果的な活用方法につい
て意見交換を行ってまいります。

教育庁教育
支援課
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61 鯨本　あつこ 第２回 3 573 34

文化の振興については、離島・過疎地
域住民へ伝統文化を体験、鑑賞する
機会を提供するため、ワークショップ
や、重要無形文化財保持者等による
伝統芸能公演を実施した。

「離島・過疎地域住民」とは具体的に誰
か、伝統芸能とは地元の伝統芸能な
のか他地域の伝統芸能なのか、この
一文ではわからないため対象を具体
的に記載して欲しい。

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部文
化振興課

62 鯨本　あつこ 第２回 3 575 34

公営住宅の整備については、小規模
離島を中心として、離島・過疎地域に
おいては、民間賃貸住宅の供給が見
込めないことから、公営住宅の整備に
より、定住条件を整備促進すう必要が
ある。

公営住宅の整備については、小規模
離島を中心として、離島・過疎地域に
おいては、民間賃貸住宅の供給が見
込めないことから、公営住宅の整備や
空き家の利活用等により、定住条件を
整備促進する必要がある。

内地に比べると空き家は多くないが、
伊是名島では空き家を宿泊施設として
活用するなどしているため、人口減少
にともない増えると予想される空き家
活用を含めるのはどうか

【確認・検討中】

土木建築部
○○課

63 鯨本　あつこ 第２回 3 575 24

文化の振興については、人口の減少
に伴い祭事の簡素化や伝統芸能の後
継者不足などが課題となっていること
から、

文化の振興については、人口減少やラ
イフスタイルの変化に伴い、祭事の簡
素化や伝統芸能の後継者不足などが
課題となっていることから、

文化衰退は人口減少だけでなく、テレ
ビやインターネット、スマートフォンの普
及など近代化によるライフスタイルの
変化も起因しているため

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部文
化振興課

64 鯨本　あつこ 第２回 3 577 35

過疎・辺地地域の振興については、社
会経済及び文化等の総合的発展に寄
与する魅力と活力にあふれた地域社
会の実現に向けて必要な生活基盤等
の整備するための取組を行なった。

過疎・辺地地域の振興については、社
会経済及び文化等の総合的発展に寄
与する魅力と活力にあふれた地域社
会の実現に向けて、必要な生活基盤
等を整備するための取組を行なった。

句点とてにをはの修正 【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
左記のとおり修正

企画部地域・
離島課

65 鯨本　あつこ 第２回 3 578 16

移住応援サイトアクセス数は平成29年
度で6万1,585回と現時点で目標値を上
回っている。

6万1,585回はいつからいつまでの数値
なのか期間も記載してほしい

1日あたりなのか、1ヶ月あたりなのか、
1年あたりなのかで評価がまったく異な
るため

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
移住応援サイトアクセス数は平成28年度から平
成29年度までの累計で6万1,585回と現時点で目
標値を上回っている。 企画部地域・

離島課

66 鯨本　あつこ 第２回 4 676 5

離島観光の国際化の対応として、海外
の旅行博における観光プロモーション
やチャータークルーズの増加を踏まえ
た旅行会社へのセールスプロモーショ
ン等を実施した。

海外とは具体的にどこの国なのか記
載してほしい

平成27年度離島観光活性化促進事業
「離島観光マーケティング戦略事業」で
示されていた、受け入れ強化マーケッ
トとリンクしているのか知りたい

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課
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67 鯨本　あつこ 第２回 4 676 －

一部地域では入域観光客数の増加に
よる自然環境への負荷の増大や、住
民や地域コミュニティへの悪影響など
の観光公害も懸念されているため、経
済や社会、環境への影響に十分配慮
した持続可能な観光地づくりを推進す
る必要がある。

観光公害に関する記載がないため追
加

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課

68 鯨本　あつこ 第２回 4 676 18

離島観光の国際化や多様化する観光
ニーズに対応するためには、離島の魅
力ある資源を生かした観光プログラム
の創出に取り組む必要がある

離島観光の国際化や多様化する観光
ニーズに対して、島々が持つ固有の事
情に配慮した受け入れ体制づくりに取
り組む必要がある。

離島地域の場合、地域資源や人材な
どを急激に増やすことができないた
め、「国際化」「多様化する観光ニーズ
に対応」すること自体が難しい地域も
多い。むしろ固有の事情に配慮した規
制やマネジメントが必要な地域も多い
ため、プログラム創出の先に、受け入
れ体制づくりに取り組むべき

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課

69 鯨本　あつこ 第２回 4 676 29

県外において認知度が低い小規模離
島については、観光客の増加に向けた
重点的な支援が必要である。

県外において認知度が低い小規模離
島については、島のニーズに合わせて
観光客の増加に向けた重点的な支援
が必要である。

現状では認知度の低い小規模離島の
すべてが観光客増加を必要としている
ように捉えられるが、島側のニーズや
許容に配慮する記述があったほうがい
いのではないか

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課

70 鯨本　あつこ 第２回 4 676 34

クルーズ船の寄港回数の増加に伴
い、クルーズ船を受け入れている石垣
市、宮古島市においては、経済効果を
波及させるための周辺環境整備を進
めるとともに、受け入れ体制強化に向
けた取組が必要である。

クルーズ船の寄港回数の増加に伴
い、クルーズ船を受け入れている石垣
市、宮古島市においては、経済効果を
地域社会に還元させるための整備を
進めるとともに、地域社会への影響に
配慮した受け入れ体制強化に向けた
取組が必要である。

「経済効果を波及」だけでは主語があ
いまいなため、「地域社会」という主語
を補いたい。また、経済効果だけでは
なく、懸念されている影響についても加
えたい。

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課

71 鯨本　あつこ 第２回 4 676 36

クルーズ船寄港回数の増に伴う外国
人観光客の増加により、離島における
通訳案内士のニーズが増えているた
め、その育成・確保のための取組が必
要である。

外国人観光客の増加により、離島にお
ける通訳案内士のニーズが増えてい
るため、その育成・確保のための取組
が必要である。

外国人観光客の増加はクルーズ船に
限らないため

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課

72 鯨本　あつこ 第２回 4 676 39

観光関連産業における深刻な人手不
足については、外国人材の活用に向
けて、入管法改正や国家戦略特区を
含めた国の制度改革を的確に捉えな
がら、受入れ拡大に向けた取組を推進
する必要がある。

観光関連産業における深刻な人手不
足については、観光関連産業全体で
の所得向上や労働条件の改善を目指
すとともに、外国人材の活用に向け
て、入管法改正や国家戦略特区を含
めた国の制度改革を的確に捉えなが
ら、受入れ拡大に向けた取組を推進す
る必要がある。

観光関連産業の労働条件や収入が悪
くなければ人手不足は起こらず、日本
人のUターン者や移住者を増やすこと
ができる。伝統文化継承等の他問題と
あわせて考えても優先するべきは日本
人かと思う。外国人材の活用を推進す
る前に、労働条件の改善を図るべきで
はないか。

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課
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73 鯨本　あつこ 第２回 5 743 －

クルーズ船の寄港数の増加等により、
入域観光客数は増加し、地域の活性
化につながっているが、一方では自然
環境への負荷の増大や、住民や地域
コミュニティへの悪影響などの観光公
害も懸念されているため、経済や社
会、環境への影響に十分配慮した持
続可能な観光地づくりを推進する必要
がある。

観光公害に関する記載がないため、
753頁とあわせた記述を追加したい

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課

74 鯨本　あつこ 第２回 5 753 12

新石垣空港の開港等により、入域観光
客数は増加し、地域の活性化につな
がっているが、一方では自然環境への
負荷の増大も懸念されているため、環
境容量の考えも念頭においた持続可
能な観光地づくりや適性利用のルール
づくりを推進する必要がある。

新石垣空港の開港やクルーズ船の寄
港数の増加等により、入域観光客数は
増加し、地域の活性化につながってい
るが、一方では自然環境への負荷の
増大や、住民や地域コミュニティへの
悪影響などの観光公害も懸念されてい
るため、経済や社会、環境への影響に
十分配慮した持続可能な観光地づくり
を推進する必要がある。

観光客数の増加にはクルーズ船も寄
与しており、観光客の増加による負荷
は、自然環境だけでなく、住民生活で
も顕著に表れているため文章を補完。
「持続可能な観光地づくりや適性利用
のルールづくり」だけでは主語があい
まいなためめ、UNWTOの定義をもとに
「経済や社会、環境への影響に十分配
慮した」とするのはどうか

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課

75 嘉数　啓 第２回 3 575
8、
17

公営住宅の整備については～

教育機会の提供については～

伊計島で角川出版が経営しているＮ高
等学校について、総点検報告書に記
載してほしい。

空き家と関係するが、Ｎ高等学校は廃
校になった伊計小中学校をうまく活用
している。廃校や空き家になった公営
住宅を利用する形のネットビジネスの
可能性があるのではないか。
また、オンラインを使った教育などは離
島にとって非常に貢献できるのではな
いか。

【確認・検討中】

企画部地域・
離島課

総務部総務
私学課

土木建築部
住宅課
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76 新垣　盛雄 第２回 － － －

離島の船賃について、５割から６割ぐら
いは補助されているが、更に補助でき
ないか。また、離島住民以外も対象と
すべきではないか。

船賃は単価が安いので、そこからの５
割補助でも利用者にとってはあまりメ
リットを感じない。また、できるだけ島外
から、島から出ていった方々を引き寄
せるような対応にした方がよい。
離島住民以外も対象とすべきというの
は、離島に親が住んでいる、親せきが
いるなど、その島の出身だけに限り、
観光客などは対象外

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

＜県としての考え方＞
　沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業は、
離島住民の割高な交通コストの低減を図り、離島
の定住条件の整備を図るため、離島在住者向け
運賃低減を実施しております。
　
　島出身者（郷友会）等への更なる割引について
は、それぞれの離島の状況に応じ、離島市町村
を中心に検討・実施されることが望ましいと考え
ており、今後、必要に応じ、市町村等と意見交換
していきたいと考えております。

企画部交通
政策課

77 新垣　盛雄 第２回 － － －

那覇と宮古、先島の旅客カーフェリー
の復活の見込みはないのか。

経済的な面から難しいと思うが、本土
から来て那覇港で一泊しているフェ
リーをそのまま離島へ延長するという
方法はないのか。

【確認・検討中】
部会の自由意見（別紙２－３）として整理

＜県としての考え方＞
　県では、先島旅客航路の旅客需要や船舶確保
等の課題を把握し、再開の可能性を検討するた
めの調査を行いました。その結果、同航路と同一
区間において、航空会社の新規参入による航空
運賃の低減や就航便数の増加による利便性の
向上等から旅客需要が旅客船就航当時より縮小
すると推計されるのに対し、就航船舶や旅客化に
対応した船員及び装備等の確保に多大な費用が
発生し、事業採算性や費用対効果が低いという
結果となっております。
　県としましては、本調査結果を踏まえ、必要に
応じて、航路事業者及び関係市町村との意見交
換を行ってまいります。

企画部交通
政策課
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78 上妻　毅 第２回 3 570 6

「ユニバーサルサービス」 ユニバーサルサービス（地域による分
け隔てのない便益）の提供について、
定住条件整備として十分だったこと・不
十分だったことを明らかにする必要が
ある。ユニバーサルサービスの提供に
至っていない点を把握したい。

【確認・検討中】

企画部地域・
離島課

※定住条件
整備（P570-
582）に関連
する施策を
所管している
全課に要確
認

79 上妻　毅 第２回 3 573 6

「超高速ブロードバンド環境の構築」 基盤整備率83.7％（平成29年度）となっ
ているが、残り16.3％の未整備の離島
を確認したい。特に小中学校があっ
て、なお未整備の地区はどこか確認し
たい。

令和元年度時点で、超高速ブロードバンド環境が
未整備の離島及び地域は12離島地域あり、小中
学校があるのは北大東島、南大東島、屋我地
島、本部町水納島、津堅島、久高島、鳩間島、西
表島船浮地域の８離島地域、小中学校がないの
は古宇利島、大神島、多良間村水納島、新城島
の４離島であります。

これら離島地域については、地元市町村及び通
信事業者と協議しながら、整備に向け取り組んで
まいりたいと考えております。
（第2回部会で説明済）

企画部総合
情報政策課

80 上妻　毅 第２回 3 571 13

「交通・生活コストの低減」 「沖縄離島住民等交通コスト負担軽減
事業」等について、将来にわたっての
実施や安定運用を懸念する声がある。
「実施効果があった」ことよりも「継続で
きるか」が切実かつ重大な問題であ
る。恒久制度化と安定的財源の確保
が重要課題である。

【原文のとおり】
　県としては、沖縄離島住民等交通コスト負担軽
減事業を今後も安定的かつ継続的に実施する方
策について、あらゆる角度から検討してまいりた
いと考えております。

企画部交通
政策課
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81 上妻　毅 第２回 3 573 17

「海岸漂着物の回収・処理」 十分な取組みが行われてきたと言える
か疑問である。長年にわたって大量の
漂着が繰り返され、生態系等に多大な
負の影響を与えている。特に緊急性の
高い「危険・有害な漂着物」について、
早急に実態の把握をする必要がある。
市町村とともに、対策に必要な措置を
国に強く求めるべきである。

【確認・検討中】

環境部○○
課

82 上妻　毅 第２回 3 574 9

「離島患者の経済的負担軽減」 交通費の補助だけでなく、がん・難病
など島外で治療等が必要な離島在住
の患者と家族のための宿泊施設（ファ
ミリーハウス）等も重要である。離島患
者等支援事業のような支援を継続する
こと、ニーズに応じて強化していくこと
が必要である。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
下記のとおり修正する。
島外医療施設への通院に係る交通費及び宿泊
費を助成し、離島患者等の経済的負担の軽減を
図っている。

保健医療部
医療政策課

83 上妻　毅 第２回 － － －

「宿泊税（法定外目的税）」 県が導入への準備等を進めている「宿
泊税」は、離島住民も課税対象となる
のか。島では果たせない目的を充たす
ための宿泊にも課税するのか。適切な
措置が講じられないとすれば、当該
「宿泊税」は「離島の定住条件整備」に
逆行する。

【確認・検討中】

文化観光ス
ポーツ部○
○課

84 上妻　毅 第２回 3 574 16

「医療・福祉分野の専門人材の確保」 「質の高い福祉・介護人材を地域完結
型で育成」とあるが、本当に地域完結
型で人材を育成できるのか。介護と医
療の連携、地域社会での認知症対策
強化等の状況の中、看護師など医療
系専門人材の確保は、小・中規模の離
島にとって非常に切実な問題である。

【原文のとおり】
＜子ども生活福祉部＞
離島における介護人材の育成は厳しい状況にあ
り、引き続き対策を検討する必要があると考えて
います。このため、575頁36行目に「早急な対策
が必要となっている」との記述をしているところで
す。

子ども生活
福祉部福祉
政策課
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85 上妻　毅 第２回 3 577 －

「過疎・辺地地域の振興」 市町村別や島別に過疎の進捗状況等
を把握することが先決ではないか。過
疎・辺地の振興に関する取組みは、道
路整備、移住対策、その他（地域づくり
人材等）に尽きるのか。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
　578頁、39行を次のとおり修正。
「～などを図るとともに、地域毎の過疎の状況を
的確に把握し、社会的サービスや集落機能を維
持する持続可能な地域づくりに取り組む必要が
ある。」

【原文のとおり】
　取組については、（成果等）に係る事例であり、
２１世紀ビジョンのPDCAの成果指標として採用さ
れている取組を記載しているため、原文のとおり
としたい。

企画部地域・
離島課

86 上妻　毅 第２回 3 577 1

「離島の生活環境基盤の整備と廃棄
物処理」

離島地域の「廃棄物処理」について、
広域的な対応が困難、高コスト構造と
ならざるを得ないなど、課題では言及
しているものの、現状、取組み、成果と
もに不明である。一般廃棄物処理が市
区町村の事務であることは承知してい
るが、「沖縄21世紀ビジョン」では、離
島の生活基盤の充実・強化について
「県民全体で支え合う新たな仕組みを
構築」の旨が明記されている。
離島自治体の深刻な実状等をふまえ、
「廃棄物処理」について、取り組むべき
課題や方策など総点検としてしっかり
扱うべきである。

【確認・検討中】

環境部○○
課

87 上妻　毅 第２回 3
674
～
675

－

「移住対策」 専門的人材の確保に向けた移住対策
の強化も重要である。例えば「保育士」
の確保を目的とする事業等も実施され
ているが、その実績はどうなっている
のか。

【確認・検討中】
＜企画部＞

＜子ども生活福祉部＞
保育士確保を目的とする事業については、別紙
のとおりです。

企画部地域・
離島課

子ども生活
福祉部子育
て支援課
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88 上妻　毅 第２回 3 675
1～
3

社会的サービスや集落機能を維持す
る持続可能な地域づくりに取り組む必
要がある。

具体策はあるのか。また、ＵＪＩターンの
環境整備の具体的な取組み状況を聞
きたい。

UJIターンの環境整備に向け、県では、移住希望
者への情報提供として、県外での移住フェア出展
や相談会の開催、WEBサイトでの情報発信のほ
か、移住体験ツアーを開催するとともに、参加者
からのアンケートを徴し、受け入れ地域の課題把
握に努めております。

企画部地域・
離島課

89 富永　千尋 第２回 3 － －

離島は「エネルギー」、「ごみ」、「水道」
の３つが問題になるので、主題（３章・
４章）にあげるなどの工夫が必要であ
る。

751ページに具体的にどのようなことを
するか記載されている。

【確認・検討中】

商工労働部
産業政策課

環境部○○
課

保健医療部
衛生薬務課

企画部地域・
離島課

90 富永　千尋 第２回 3 － －

漂着ごみについては、これまでの実績
を踏まえ、さらに活動を拡げていくとい
う書き込みが期待できる。

沖縄県は比較的早く漂着ごみ（対策）
に着手し、レジ袋の有料化なども先進
的に取り組んだ実績がある。

【確認・検討中】

環境部○○
課
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91 崎原　永作 第２回 3 574 16

「地域完結型の人材育成」 地域完結型の人材育成については、
もっとみんなで取り組むべきである。

地域医療振興協会では、看護師の卵
を地元（久米島）からとって、地域医療
振興協会が関係している埼玉の看護
学校で育成し、人材として戻ってきても
らう取組みを行っている。

【原文のとおり】
＜子ども生活福祉部＞
離島における介護人材の育成は厳しい状況にあ
り、引き続き対策を検討する必要があると考えて
います。このため、575頁36行目に「早急な対策
が必要となっている」との記述をしているところで
す。

子ども生活
福祉部福祉
政策課

92 嘉数　啓 第２回 3 573 －

漂着ごみを誰が処理するかが国際的
に問題になっている。国際的な何らか
の処理の取決めがあると思うので、そ
こも考慮してほしい。

離島、沖縄本島にくる漂着ごみを沖縄
県内だけで処理するのは無理である。

【確認・検討中

環境部○○
課
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